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1. 15年 3月中間期の業績 （平成14年10月 1日～平成15年 3月31日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
   △12.115年 3月中間期       12,764        2,111   △26.9       2,249   △25.4

14年 3月中間期       14,515   △14.8       2,890   △29.0       3,015   △29.4

      24,342        3,818        3,99114年 9月期

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益

％ 円 銭百万円
       1,210   △27.0          37.2815年 3月中間期
       1,657   △27.8          50.7914年 3月中間期

       1,251          38.3414年 9月期

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月中間期     32,470,042株 14年 3月中間期     32,636,670株
14年 9月期     32,636,418株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 3月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 円 銭円 銭 円 銭
15年 3月中間期           6.00－ 特別配当 円 銭
14年 3月中間期          10.00－

14年 9月期 －          15.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
      36,613       31,191     85.2        987.2415年 3月中間期
      38,816       31,998     82.4        980.4514年 3月中間期

14年 9月期       35,793       31,270     87.4        958.15

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月中間期     31,594,524株 14年 3月中間期     32,637,000株
14年 9月期     32,635,685株

2.期末自己株式数 15年 3月中間期      1,042,476株 14年 3月中間期            433株
14年 9月期          1,315株

2. 15年 9月期の業績予想 （平成14年10月 1日～平成15年 9月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       24,500       4,000       2,000         10.00         16.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          63円30銭

(注 ）1株 あ た り 年 間 配 当 金 に つ き ま し て は 、 別 紙 配 当 政 策 に 基 づ い て 算 出 し て お り ま す 。
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中間貸借対照表 （単位：千円）

前中間会計期間末 
（平成14年3月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年3月31日現在）

前事業年度 
（平成14年9月30日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 （資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  3,807,945  4,489,225  4,426,425  

２．受取手形  533,571  437,484  322,122  

３．売掛金  6,837,245  6,344,983  4,579,111  

４．有価証券  7,768,959  7,301,675  7,777,035  

５．たな卸資産  851,405  726,341  739,714  

６．繰延税金資産  257,811  246,503  205,261  

７．その他  288,561  1,401,399  1,024,772  

８．貸倒引当金  △44,664  △10,198  △39,200  

 流動資産合計  20,300,834 52.3 20,937,414 57.2 19,035,242 53.2 

Ⅱ 固定資産        

  (1) 有形固定資産         

１．建物  2,631,647  2,398,501  2,449,893  

２．構築物  22,034  19,114  20,458  

３．車輌及び運搬具  16,009  10,927  12,981  

４．器具及び備品  587,318  692,347  649,400  

５．土地  6,096,732  6,096,732  6,096,732  

 有形固定資産合計  9,353,741 24.1 9,217,623 25.2 9,229,465 25.8 

(2)無形固定資産  48,826 0.1 46,599 0.1 48,094 0.1 

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券   7,016,877  3,405,919  4,080,701  

２．繰延税金資産  910,202  1,261,850  1,520,455  

３．その他  1,591,837  1,805,268  1,916,883  

４．投資損失引当金  △370,294  －  －  

５．貸倒引当金  △35,202  △61,668       △37,666  

投資その他の資産合計  9,113,420 23.5 6,411,369 17.5 7,480,373 20.9 

 固定資産合計  18,515,988  47.7 15,675,592 42.8 16,757,933  46.8 

 資産合計  38,816,823 100.0 36,613,007 100.0 35,793,175  100.0 
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 （単位：千円）

前中間会計期間末 
（平成14年3月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年3月31日現在）

前事業年度 
（平成14年９月30日現在）

期  別 
 
 
科  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 （負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形  619,636  507,097  390,409  

２．買掛金  2,994,006  2,451,969  2,052,438  

３．未払法人税等  1,239,208  640,793  280,035  

４．賞与引当金  390,000  390,000  400,000  

５．その他  832,020  711,293  742,390  

 流動負債合計  6,074,872 15.7 4,701,153 12.8 3,865,274 10.8 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金  373,318  345,493  312,875  

２．役員退職慰労引当金  262,600  284,600  273,600  

３．保証債務損失引当金  77,285  90,150  71,108  

４．その他  30,096  300  300  

 固定負債合計  743,300 1.9 720,543 2.0 657,883 1.8 

 負債合計  6,818,172 17.6 5,421,697 14.8 4,523,157 12.6 

         

 （資本の部）        

Ⅰ 資本金   4,158,000 10.7 4,158,000 11.3 4,158,000 11.6 

Ⅱ 資本剰余金        

 資本準備金  4,603,500  4,603,500  4,603,500  

 資本剰余金合計  4,603,500 11.8 4,603,500 12.6 4,603,500 12.9 

Ⅲ 利益剰余金        

 1.利益準備金  581,208  581,208  581,208  

2.任意積立金  18,000,000  20,000,000  18,000,000  

 3.中間(当期)未処分利益  4,693,551  2,978,141  3,960,833  

 利益剰余金合計  23,274,759 60.0 23,559,350 64.4 22,542,041 63.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △36,690 △0.1 △180,543 △0.5 △31,050 △0.1 

Ⅴ 自己株式  △918 △0.0 △948,997 △2.6 △2,472 △0.0 

 資本合計  31,998,650 82.4 31,191,309 85.2 31,270,018 87.4 

 負債及び資本合計  38,816,823 100.0 36,613,007 100.0 35,793,175 100.0 
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中間損益計算書 

（単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年 3月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年 3月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年 9月30日 

期  別                
 

                         
 
科  目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  14,515,177 100.0 12,764,679 100.0 24,342,919 100.0 

Ⅱ 売上原価  8,919,377 61.4 7,857,767 61.6 14,925,108 61.3 

 売上総利益  5,595,800 38.6 4,906,912 38.4 9,417,811 38.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,705,391 18.6 2,795,423 21.9 5,598,985 23.0 

 営業利益  2,890,408 20.0 2,111,488 16.5 3,818,825 15.7 

Ⅳ 営業外収益        

１． 受取利息  11,702  4,740  20,052  

２． 受取配当金  24,755  55,575  76,195  

３． その他  213,379  104,644  242,783  

 営業外収益合計  249,838 1.7 164,960 1.3 339,031 1.4 

Ⅴ 営業外費用        

１． 支払利息  215  599  729  

２． その他  124,987  26,680  165,399  

 営業外費用合計  125,203 0.9 27,279 0.2 166,130 0.7 

 経常利益  3,015,043 20.8 2,249,169 17.6 3,991,726 16.4 

Ⅵ 特別利益   66,626 0.5 450,069 3.6 88,320 0.4 

Ⅶ 特別損失   199,906 1.4 534,400 4.2 1,876,430 7.7 

 税引前中間(当期)純利益  2,881,764 19.9 2,164,838 17.0 2,203,616 9.1 

 法人税、住民税及び事業税  1,236,145 8.6 633,000 5.0 1,526,145 6.3 

 法人税等調整額ｎ  △12,137 △0.1 321,351 2.5 △573,933 △2.3 

 中間(当期)純利益  1,657,756 11.4 1,210,486 9.5 1,251,404 5.1 

 前期繰越利益  3,035,794  1,767,654  3,035,794  

 中間配当額  －  －  326,365  

 中間(当期)未処分利益  4,693,551  2,978,141  3,960,833  

         

 



-4- 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 1.資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 ･････ 移動平均法に基づく原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの ････････････ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

     ( 評価差額は全部資本直入法により処理し、売 

      却原価は移動平均法により算定 ） 
   時価のないもの ････････････ 移動平均法に基づく原価法 

  (2)デリバティブ ･････････････････････ 原則として時価法 

  (3)たな卸資産 ･･･････････････････････ 移動平均法に基づく低価法 

 2.固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産 ･････････････････････ 定率法 

      ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建 

      物(建物付属設備を除く)については定額法 

   なお、主要な耐用年数は以下の通りであります。 

       建物       15～50 年 

       器具及び備品    5～ 6 年 

 (2)無形固定資産 ･････････････････････  自社利用のソフトウェアは、社内にお け る 利

用可能期間(５年)に基づく定額法 

 

 3.引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金 ･･･････････････････････ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2)賞与引当金 ･･･････････････････････ 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

  (3)退職給付引当金 ･･･････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上しております。 

     数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括

して損益処理しております。 
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  (4)役員退職慰労引当金 ･･･････････････ 役員に対する退職慰労金支給に備えるため、役

員退職慰労金規則に基づいて計算した中間期

末要支給額を計上しております。 

  (5)保証債務損失引当金 ･･･････････････ 保証債務の損失に備えるため、被保証会社の資

産内容を勘案して損失見込額を計上しており

ます。 

 

 4.外貨建の資産又は負債の本邦通貨 ･･･････ 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替

への換算基準   相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし     

    て処理しております。 

5.ヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 ････････････････ 原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を行っており

ます。 

       また、その他有価証券をヘッジ対象とするもの

については、時価ヘッジ処理によっております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ･･････････ ヘッジ手段     ヘッジ対象 

       為替予約取引     外貨建営業債権債務、 

             外貨建有価証券及び 

             外貨建予定取引 

        通貨オプション取引  外貨建営業債権債務、 

                                         外貨建予定取引 

  ③ヘッジ方針 ･･････････････････････ デリバティブ取引に関する権限規程及び取引

限度額等を定めた社内リスク管理方針に基づ

き、為替相場の変動リスクを回避する目的で外

貨建営業債権債務の一定割合についてヘッジ

を行っております。また満期まで保有すること

を予定している外貨建有価証券の全てに対し

てヘッジを行っております。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 ･･････････ 外貨建債権債務の円貨と為替予約及び通貨オ

プションの円貨との変動比率により、相関関係

を判断しております。   

⑤その他 ･･････････････････････････ 全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高

い金融機関と行っており、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは低いと考えており

ます。 

 

 6.消費税等の会計処理 ･･･････････････････ 税抜方式を採用しております。なお、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動資産ま

たは流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 
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追加情報 

 （自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

   当中間会計期間から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基

準第 1 号）を適用しております。これによる損益への影響は軽微であります。 

 

 

注記事項 

 (中間貸借対照表関係)        

前中間会計期間末 
（平成14年3月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年3月31日現在） 

前事業年度 
（平成14年9月30日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

     3,244,088 千円 
 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

     3,289,559 千円 
 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

     3,185,423 千円 
 

2.担保提供資産 

建  物   75,808 千円 

土  地   96,374  

計      172,182 
(注)建物及び土地は、銀行借入

金の担保に供しております

が、平成 14 年 3 月 31 日現

在、担保提供先からの借入

金残高はありません。 

 

2.担保提供資産 

建  物   15,323 千円 

土  地   30,740  

計       46,063 

(注)建物及び土地は、銀行借入

金の担保に供しております

が、平成 15 年 3 月 31 日現

在、担保提供先からの借入

金残高はありません。 

 

2.担保提供資産 

建  物   16,006 千円 

土  地   30,740 

計       46,746 

(注)建物及び土地は、銀行借入

金の担保に供しております

が、平成 14 年 9 月 30 日現

在、担保提供先からの借入

金残高はありません。 

 

3.中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換

日をもって決済処理してお

ります。 

  なお、当中間会計期間の末 

日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満 

期手形が中間期末残高に含

まれております。 

  受取手形   32,957 千円  

  支払手形    97,186 
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 (中間損益計算書関係)  

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年 3月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年 3月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年 9月30日 

1.営業外収益の「その他」の主
なもの 
有価証券利息    52,881 千円 
為替差益        83,178 
  
     

1.営業外収益の「その他」の主
なもの 
有価証券利息    34,620 千円 
有価証券売却益  17,164 
  
     

1.営業外収益の「その他」の主 
なもの 
有価証券利息    93,275 千円 
不動産賃貸収入  55,060 
  
     

2.営業外費用の「その他」の主
なもの 
 有価証券売却損  94,232 千円 
 

2.営業外費用の「その他」の主
なもの 
 有価証券売却損   4,009 千円 
 不動産賃貸原価  17,569 
 

2.営業外費用の「その他」の主
なもの 
 有価証券売却損  97,665 千円 
 

3.減価償却実施額  
 有形固定資産  181,449 千円 
 無形固定資産    3,659 

3.減価償却実施額  
 有形固定資産  186,674 千円 
 無形固定資産    3,969 

3.減価償却実施額  
 有形固定資産  397,596 千円 
 無形固定資産    7,774 

 


